
「国民の生活・生命を守る」生団連活動の最新情報をお届けします

生団連ニュースレター Vol.116生団連ニュースレター Vol.116

国民生活産業・消費者団体連合会（以下 生団連）は９月１日付で、城内実内閣府特命担当大臣（経済財政政策・規制改革、
当時）に対し、「骨太の方針2026」に関する公開質問状を提出し、内閣官房・内閣府から９月14日付の回答を受領しました。「責任
ある積極財政」の下での投資効果の検証や財政監視体制、国民への情報発信について、「国家財政の見える化」の観点から質問した
４項目と回答の要旨を以下に記します。財政改革に向けて現在協議中の事項もあるとのことから、協議の進捗や具体的な制度・運用
を継続して確認するとともに、財政の実態や投資効果が客観的に検証され、国民にわかりやすく示されるよう、
引き続き「国家財政の見える化」に取り組んでまいります。

「骨太の方針2026」に関する公開質問の回答結果

１.複数年度予算における効果的で無駄のない運用について
【問い】戦略17分野の特性や投資回収期間を踏まえた評価指標・基準は何か。評価結果を予算編成や投資規模の見直しに
反映する考えはあるか。

【回答】「強く豊かな日本」投資枠は、複数年度の計画に基づく予算措置を基本とし、進捗を定期的に確認して、投資誘発効
果の薄い予算を柔軟に見直す。日本成⾧戦略会議の下で、施策の実行状況や技術の開発動向等を踏まえた改善・見直しを
行う「PDCAメカニズム」を定期的に繰り返す方針。
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質問と回答概要

２．独立性を担保した財政監視体制について
【問い】政府から独立した財政監視機関を設置する考えはあるか。現行体制では、人事・予算・権限・公表の４点の独立性を
どのように確保するか。

【回答】国会などに政府から独立した財政監視機関を設置することの要否は、「政府としてお答えする立場にありません」と回答。
専門的・中立的な知見を有する学識経験者等が参画する経済財政諮問会議で議論し、引き続き、この体制の下で適切に政
策運営を行う方針。
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３. 財務書類を活用した投資効果の可視化について
【問い】政策ごとに、発生主義・複式簿記による財務情報を用いて投資効果をどう検証し、国民への説明や次の投資判断につ
なげるか。

【回答】国全体の資産・負債などのストックと、費用・財源などのフローの状況を一覧でわかりやすく開示する観点から、企業会計
の考え方・手法（発生主義・複式簿記）を参考とした「国の財務書類」を財務省が公表していると説明。
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４. 国民に財政の実態をわかりやすく伝える方法について
【問い】財政の実態や成⾧投資の費用対効果を広報で示す予定はあるか。国民一人ひとりに情報が届き、理解につながる具
体的な手法は何か。

【回答】今回の回答書には、財政の実態や成⾧投資の費用対効果に関する広報の実施予定、国民への理解促進に向けた具
体的な手法について、直接の記述はなかった。
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※回答要旨は回答書を基に生団連が要約したものとなります。

【お問合せ先】
国民生活産業・消費者団体連合会(生団連) 国家財政の見える化委員会 担当:(河野・⾧谷川・鈴木)
〒103-0014東京都中央区日本橋蛎殻町1-13-7 日本橋人形町プレイス４階

jimu@seidanren.jp :(03) 6264-9851
URL:https://www.seidanren.jp/
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